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研究要旨 
 浄水処理プロセスにおけるウイルス除去遺伝子マーカーとして，Promega 
Wizard Enviro Total Nucleic Acid Kit による PMMoV の検出の実用性が示され

た．ろ過水および浄水では PMMoV は 103–4 copies/L のオーダーで検出可能

であった．共通試料について 7 機関による測定濃度の差は最大でもおよそ 1 
log であったことから，管理目標値としての「104 copies/L のオーダー以下」

の測定精度の点からもおおむね問題はない考えられた．水系感染症ウイルス

が陽性となった幾つかの試料について，エンテロウイルス及びロタウイルス

が ICC-PCR 法ではそれそれぞれ 10 MPN/L，1–3 MPN/L 程度であった．浄水

ろ過水では遊離塩素によるコクサッキーウイルス B5（CVB5）の不活化効率

はあまり水質に影響されない可能性がわかった． 
 ろ過水，浄水では一般細菌数と従属栄養細菌数(HPC)との間に相関関係が

弱く，水質管理目標値設定には細菌類再増殖を考慮した上で検証する必要が

あることが示された．レジオネラ属菌の遺伝子が検出した浄水試料では HPC
はレジオネラ属菌の遺伝子量に弱い正の相関が確認され，細菌汚染状況を把

握する上で重要であることが示された．一方では一度汚染された給水システ

ムでのレジオネラ属菌制御の困難さが示された．水道におけるクリプトスポ

リジウムの検査における遺伝子検査法の活用の課題についての事例を報告

するとともに，検査の顕微鏡と遺伝子が 7 割程度に一致していたことを確認

した． 
 鉛製給水管については布設替えが徐々に進んでいるが，鉛製給水管の残存

状況が把握されていない事業体も多い上に，判明しているだけでも未だに

200 万件程度の鉛製給水管が残存している．鉛製給水管の残存件数の概数を

把握する手法について検討した結果，鉛製給水管使用期間中に建築され残存

する建物と数と鉛管残存件数には一定の関連があることがわかった．また，

水道の鉛の水質検査では 15 分滞水による採水と検査を行うことが定められ

ているが，鉛管が残存せず鉛が検出されていない箇所では 15 分滞水による

採水方法の必要性は低く，負担の多い 15 分滞留採水方法の省略要件を示し

た． 
 令和 3，4 農薬年度の農薬製剤出荷量や水道原水・浄水における検出状況

を調査した．有塩素処理により農薬フェントエートはオキソン体に変換さ

れ，コリンエステラーゼ(ChE)活性阻害性も見られた．機械学習モデルを用

いて農薬の検出可能性を高い精度で評価でき，対象農薬類の見直し候補農薬

を提案した．有機フッ素化合物の調査では，炭素数が少ないものが検出され

る傾向，炭素数の少ないものが浄水処理工程で除去されにくい傾向が認めら
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れた．PFCA の GAC 破過曲線を調査したところ，その鎖長が短いほど破過速

度が大きく，PFBA と PFPeA は高水温時に 5000～7500 BV で完全に破過し脱

着傾向も見られた． 
 全国調査により，臭素化副生成物は広く存在していること，ブロモクロロ

酢酸，ブロモジクロロ酢酸は目標値案の 50％を超過している地点があるこ

とが示された．オゾン及び活性炭処理で総トリハロメタン生成能と比べてハ

ロ酢酸生成能は除去されやすく，低減効果が高いことが確認された．粒状活

性炭(GAC)の更新周期の目安として，ヨウ素吸着性能 400～500 mg/g-GAC を

提案した．臭素化消毒副生成物濃度は，同じグループの塩素化消毒副生成物

濃度とブロモジクロロメタン(BDCM)/クロロホルム(TCM)のデータから予

測可能なことがわかった． 
 臭気強度の試験条件統一を目的とし，有機アミン類などを由来とするカ

ルキ臭の消去法について検討したところ，アスコルビン酸ナトリウムによ

る消去が有効であること分かった．この消去法を用いて 227 水道水につい

て臭気強度実態調査を行い，水道水の臭気強度に対するカルキ臭の割合が

高いこと，および残留塩素濃度が高いほどカルキ臭の臭気強度（＝消去に

伴う臭気強度の減少分）が高い傾向にあることが分かった．しかしながら，

この傾向から外れる試料もあった．カルキ臭前駆物質の実態調査のため，

低分子アミン類の定量法の構築を試みたが，浄水試料で検出されたメチル

アミンの臭気への寄与は大きくないと判断された．GC/olfactometory ではベ

ンズアルデヒドと，ブロモジクロロメタンとジブロモクロロメタンの臭気

への寄与が示唆されたが，それらの寄与は極めて限定的であると判断され

た． 
2022 年に欧州の水枠組み指令の改定案にリストされた PFAS24 物質と国

内で検出例が知られている 2 化合物（4:2FTS，6:2FTS）について，体内動態，

反復投与毒性，生殖発生毒性，発がん性（遺伝毒性を含む）に関する毒性情

報収集を行い，17 物質について NOAEL(LOAEL)を表にまとめた．トリクロ

ロエチレン（TCE）およびテトラクロロエチレン（別名：パークロルエチレ

ン， PCE）の TDI 算定値は，それぞれ 0.0005 mg/kg bw/day (0.5 µg/kg bw/day) ，
0.016 mg/kg/day であった． 

PFAS のスクリーニング分析法について，高速液体クロマトグラフ-トリプ

ル四重極型質量分析計（LC-MS/MS）を用い，同定に必要な情報をデータベ

ース化した．定量精度については装置状態の把握が重要であることがわか

た．通常の分析法であるターゲット分析法との誤差は小さく，スクリーニン

グ分析としては十分な定量精度であった．農薬類の LC-QTOFMS スクリー

ニング分析法についてバリデーション試験を実施し，定量下限値の設定によ

り判定に関する個人差を少なくすることが可能であることがわかった．また

25 種の農薬について負イオン化モードのデータベースを構築し，24 種につ

いては検査法としての活用に十分な感度を有することがわかった．農薬

GC/MS スクリーニング分析法の実運用案とガイドライン案を策定した． 
これらの成果は学術論文や学術集会で多数公表されるとともに，厚生労働

省告示や厚生科学審議会生活環境水道部会，水質基準逐次改正検討会や水道

における微生物問題検討会，水道水質検査法検討会に資された． 
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A. 研究目的 
本研究の目的は，水道水質基準の逐次見直し

などに資すべき化学物質や消毒副生成物，設備

からの溶出物質，病原生物等を調査し，着目す

べき項目に関してそれらの存在状況，監視，低

減化技術，分析法，暴露評価とリスク評価に関

する研究を行い，水道水質基準の逐次改正など

に資するとともに，水源から給水栓に至るまで

の水道システム全体のリスク管理のあり方に

関して提言を行うことにある．研究目的を，ウ

イルス，細菌・寄生虫，無機物，化学物質・農

薬，消毒副生成物，臭気物質，リスク評価管理，

水質分析法について詳述すると以下のようで

ある． 
ウイルス：水道における病原ウイルスのリス

ク管理方法として，浄水処理プロセスにおける

ウイルス除去遺伝子マーカーにトウガラシ微

斑ウイルス（PMMoV）を用いることを目的と

して，水道原水において感染力を有する病原ウ

イルスの実態調査および PMMoV 検査方法の

評価などを検討した． 
細菌・寄生虫：レジオネラ汚染に対する従属

栄養細菌の指標性およびクリプトスポリジウ

ムの顕微鏡検出と遺伝子検出の一致の確認に

ついて，文献および実態調査を行った． 
無機物：厚生労働省鉛製給水管の効率的な布

設替えに関する検討会「鉛製給水管布設替えに

関する手引き」（以下「手引き」）において，既

存の鉛製給水管の布設替えの推進が図られて

いるが，現状では鉛製給水管の解消に至ってい

ない水道事業体が多くある．一方では，令和 3
年 6 月食品安全委員会が鉛評価書を発出し，継

続的に鉛ばく露低減のための取組が必要であ
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ることが示された．本研究では，手引きの改定

を見据え，鉛製給水管布設実態の把握方法およ

び鉛検査のための採水方法について検討する

ことを目的とした． 
化学物質・農薬：水源となる流域に開放的に

使用される化学物質として農薬について実態

調査，浄水処理性に関する検討を行った．有機

リン系農薬ついてはコリンエステラーゼ（ChE）
活性阻害試験を行い，オキソン体の生成特性と

毒性を評価した．対象農薬類の更新リストとそ

の地域版を作成した．また，有機フッ素化合物

を対象に，水源や浄水場での実態調査を行った． 
消毒副生成物：水質基準の改正に際して重要

と考えられる事項として，臭素化ハロ酢酸，ハ

ロアセトニトリル，臭素酸，ハロアセトアミド，

ハロアルデヒドを対象に，生成実態・特性，管

理・低減策について調査を行った．あわせて，

消毒副生成物に関する全国調査を行い，物質間

の関係性について検討した．さらに，新規の未

規制消毒副生成物やその前駆体に関する検討

を行った． 
臭気物質：臭気強度評価はカルキ臭を除いて

行うこととされているが，有機アミン等のカル

キ臭原因物質前駆体が存在する場合について，

塩素消去剤について検討した．残留塩素存在下

でのカルキ臭に由来する臭気強度を実態調査

した．アミン類の定量法の確立と実態調査を行

うとともに，GC/olfactometry や HS-GC/MS を

用いて水道水カルキ臭原因物質を調査した． 
リスク評価管理：有機フッ素化合物(PFAS)類

の国際的な評価機関における評価状況を把握

するとともに，WHO ガイドラインの改定で国

内の規準値や目標値と異なる評価がなされた

物質として TCE と PCE を取り上げ，毒性情報

の収集整理を行った． 
水質分析法：PFAS について LC-MS/MS を用

いたスクリーニング分析法用のデータベース

を作成し，定量精度を評価した．農薬類につい

てはこれまでの成果を踏まえて，スクリーニン

グ分析法の前処理方法，解析時における個人差

の影響，および負イオン化モードのデータベー

スの構築を行い，農薬 GC/MS スクリーニング

分析法の実運用案を策定した． 
 
B. 研究方法 

原水や水道水質の状況，浄水技術について調

査研究を行うため，ウイルス，細菌･寄生虫，

無機物，化学物質･農薬，消毒副生成物，臭気

物質，リスク評価管理，水質分析法の 8 課題群

－研究分科会を構築し，研究分担者 16 名の他

に 52 もの水道事業体や研究機関などから 144
名の研究協力者の参画を得て，各研究分担者所

属の施設のみならず様々な浄水場などのフィ

ールドにおける実態調査を行った． 
水質項目は多岐にわたるため，上述の研究目

的に沿って 8 課題群に分けて，研究分科会とグ

ループを構成し，全体会議などを通じて相互に

連携をとりながら並行的に研究を実施した．研

究分科会は，ウイルス分科会（研究分担者 4 名

，研究協力者 11 名），細菌･寄生虫分科会（研

究分担者 4 名，研究協力者 14 名），無機物分科

会（研究分担者 1 名，研究協力者 11 名），化学

物質・農薬分科会（研究分担者 3 名，研究協力

者 23 名），消毒副生成物分科会（研究分担者 3
名，研究協力者 18 名），臭気分科会（研究分担

者 3 名，研究協力者 8 名），リスク評価管理分

科会（研究分担者 2 名，研究協力者 17 名），水

質分析分科会（研究分担者 2 名，研究協力者 42
名)である． 
ウイルス，細菌･寄生虫，無機物，化学物質･

農薬，消毒副生生物，臭気物質，リスク評価管

理，水質分析法の 8 課題群それぞれの研究方法

の詳細は，分担研究報告書を参照されたい． 
倫理面への配慮：該当しない． 

 
C. 研究結果と考察 
(1) ウイルス 
 水道原水 A においては，PCR 法単独にて定

量されたアデノウイルス，エンテロウイルス，

ロタウイルスが 103–5 copies/L 程度，また，トウ

ガラシ微斑ウイルスが 106–7 copies/L 程度存在

していることが確認された．PCR 法単独によ

るウイルス定量においてエンテロウイルス及

びロタウイルスが陽性となった試料について，

ICC-PCR法による定量を実施したところ，エン

テロウイルス及びロタウイルスが感染力を有

する状態でそれぞれ 10 MPN/L 程度，1–3 
MPN/L 程度存在する場合があることが明らか

となった．エンテロウイルスの定量においては，

PMAxx-Enhancer-PCR 法と ICC-PCR 法の間の
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陽性/陰性の結果が一致したことから，エンテ

ロウイルスの感染力評価手法の代替として

PMAxx-Enhancer-PCR 法を活用できる可能性

が示唆された． 
流入下水に存在する大腸菌を用いて

Coliminder の有用性が確認され，水道原水を対

象とした調査に用いることの可能性が示され

た． 
浄水の塩素消毒によるウイルスの不活性化

率に水質はあまり影響しない可能性があり，水

温や pHが塩素消毒の効率に影響する可能性が

高いことが示された． 
水道事業体において実施可能な PMMoV の

検査方法を確立することを目的として，市販の

核酸抽出・精製キット（Promega Wizard Enviro 
Total Nucleic Acid Kit）の有用性を評価した．原

水試料を用いた評価では，陰電荷膜法による濃

縮を行う方法と PMMoV の検出結果は概ね一

致しており（一致率は 93%），当該キットによ

る PMMoV 濃度の測定値は有意に高かった（対

応のある t 検定，P<0.01）．また，ろ過水および

浄水試料を用いた評価では，当該キットを用い

て，陰電荷膜法により得られたウイルス濃縮液

全量（10 mL）からウイルス RNA を抽出・精製

することで，試料に 102 copies/L のオーダーで

含まれる PMMoV を測定できることが示され

た． 
PMMoV 濃度がおよそ 105，104，103 copies/L

のオーダーで含まれるように調製した高濃度，

中濃度，低濃度試料は，研究分担者と研究協力

者が所属する 7 機関で概ね同様の測定濃度だ

った（表１）．同一濃度の試料では，測定濃度

の差は最大でもおよそ 1 log であったことから，

ろ過水における PMMoV の管理目標値として

「104 copies/L のオーダー以下」と設定するこ

とは，検査方法の測定精度の点からも現実に即

していると考えられた． 

 
 

表１．各機関による PMMoV 濃度測定結果 
 高濃度試料  中濃度試料  低濃度試料 

機関 平均濃度 
[copies/L] 

平均濃度 
[log copies/L] 

 平均濃度 
[copies/L] 

平均濃度 
[log copies/L] 

 平均濃度 
[copies/L] 

平均濃度 
[log copies/L] 

A 2.3 × 105 5.4  1.7 × 104 4.2  1.4 × 103* 3.1* 
B 3.3 × 105 5.5  3.5 × 104 4.5  3.5 × 103 3.5* 
C 5.9 × 105 5.8  5.9 × 104 4.8  6.9 × 103 3.8 
D 1.3 × 105 5.1  1.5 × 104** 4.2**  1.2 × 103* 3.1* 
E 7.0 × 104 4.8  3.8 × 104 4.5  5.3 × 103 3.7 
F 3.1 × 105 5.5  4.7 × 104 4.7  7.3 × 103 3.9 
G 8.0 × 105 5.9  6.7 × 104 4.8  9.2 × 103 3.9 

*: 定量下限以下を含む参考値として示した． 
**: 3 試料中，1 試料で得られた濃度を示した． 
 
 
 
(2) 細菌･寄生虫 

全国 21 浄水場の原水，ろ過水，浄水での一

般細菌数と HPC の測定結果に基づき，相関性

を評価した結果，一般細菌数 100 CFU/mL に相

当する HPC は 430 CFU/mL と目標値の 2000 
CFU/mL を大幅に下回る結果となった．浄水，

ろ過水データのみで相関関係を評価したとこ

ろ，相関性は弱く（図１），従属栄養細菌の再

増殖による影響であると考えられた． 
全国 21 浄水場の原水，ろ過水，浄水でのレ

ジオネラ属菌の遺伝子量を把握するとともに，

HPC との相関関係を評価した（図２）．その結

果，レジオネラ属菌遺伝子の検出率より，浄水

処理によるレジオネラ属菌の遺伝子量の低減

効果が示された．浄水試料でレジオネラ属菌の

遺伝子が検出した試料を用いた場合に，HPCと

レジオネラ属菌の遺伝子量に弱い正の相関が

確認でき，レジオネラ汚染を把握する上で，

HPC 等により，処理システム内での細菌汚染

状況を把握することが重要であることが示さ
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れた． 
再増殖試験におけるレジオネラの安定的な

再増殖を目的として，給配水管内のレジオネラ

存在形態を模擬するため，抗生物質処理を加え

た自由生活性アメーバ(FLA)/レジオネラの共

培養方法を検討した．しかし，抗生物質添加な

しの試験系も含めいずれの方法でも FLA 細胞

内へのレジオネラの取り込みはほとんど起こ

らなかった． 
水道水試料から分離した V. vermiformis の栄

養体細胞またはシストを異なる HPC 濃度の水

道水試料に植種し，HPC と FLA の再増殖を経

時的に調べた．その結果，HPC が低濃度であっ

てもシストが栄養体に変化すること，また初期

の HPC濃度が高い試料ほど FLA再増殖までの

ラグが短くなったことを確認した．一方，FLA
の十分な増殖が起こった試料では，先行して

HPC が 103 CFU/mL 以上に上昇する傾向が確

認された． 
レジオネラ汚染された給水システムにおい

て，給水栓における滞留時間を 28 日以上から

14 日，7 日と短縮することで培養可能なレジオ

ネラ濃度の抑制効果が見られた一方で，7 日以

内の条件ではその効果が頭打ちとなったこと

から，一度汚染された給水システムでは蛇口の

定期的な開栓のみでレジオネラを制御するこ

とは難しいことがわかった．また，滞留条件に

よって宿主 FLA や細菌群集組成が変化し，レ

ジオネラ再増殖に影響を及ぼしている可能性

も示された． 
水道水が長期滞留した給水栓において異な

る流量条件で放水を行い，その後の滞留期間に

おけるレジオネラの再増殖過程を比較した．高

流量条件で放水を行った場合，低流量条件での

放水よりも給水栓でのレジオネラ濃度を長期

間にわたって低濃度に抑制できることが明ら

かとなった．その一方で，高流量条件でも 1〜
2 週間後にはレジオネラが一定レベルまで再

増殖したことから，放水（フラッシング洗浄）

のみでは対策の持続性に限界があることも示

唆された． 
水道原水として使われる河川水から，クリプ

トスポリジウム 1,000 個/10L 程の高濃度な汚

染が検出された．顕微鏡検査では検出が保留さ

れたところを，遺伝子検査で補われて，

Cryptosporidium suis の配列が得られた．結果を

無視することなく，相談と確認に進んだのが良

かったと言えた．最近の検査における顕微鏡と

遺伝子の結果を比較したところ，7 割程度の一

致が得られた．1 個/10L の難しい検査であり判

断に苦慮することがあれば，異なる検査で補う

ことが，検査の信頼性向上につながると考えら

れた． 
 

 
 

 

 
図１ 一般細菌数と従属栄養細菌数の関係性評価(左：原水 84 データ，右：浄水・ろ過水 168 データ) 

 
 



7 
 

 

 
図２ 原水，ろ過水，浄水試料での従属栄養細菌数とレジオネラ属菌遺伝子量の関係 

 
 
(3) 無機物 
 公道からメータまでの鉛管の布設替えは比

較的進んだが，敷地内の布設替えは進みにくく，

さらに現状では鉛製給水管の残存状況が把握

され布設替えが進んでいる地域と，残存状況の

把握が一部にとどまる地域，手が付けられてい

ない地域がある．アンケート調査では，比較的

規模の大きい水道事業体では，給水台帳やマッ

ピングシステム等の既存資料から調査把握し

ている事業体が多いことが分かった．公道部で

は鉛製給水管の布設替えは進んでいるものの，

布設替え工事の実施が困難な場所が依然残っ

ており，利用者の理解を促し合意形成を進める

ことが必要である．公道部と比べて宅地部で残

存する鉛製給水管の解消については，私有地内

であるために布設替えといった直接的な対策

が困難であり，多くの事業体では広報活動が中

心に行われている実態が分かった．私有地内の

布設替えに対し助成金など補助金制度を設け

ている場合や，鉛管解消に向けた専門部署や専

門担当者の設置している事業体もあり，これら

の取り組みも解消に有効であることが分かっ

た．また宅地部の給水管については，所有者が

水道事業ではないため，公道部と比べて実態の

把握が進んでいないことが分かり，効果的な調

査把握手法が必要と考えられた． 
そこで，鉛製給水管の残存件数（概数）を把

握する手法について検討した結果，該当年度の

建物戸数と鉛管残存件数には一定の関連があ

ることが示唆された．一方で，鉛製給水管解消

の取り組みの程度により建物対鉛管比率に差

があることが分かった．今後，検証する事業体

を増やすことで，地域や取り組みによる差を把

握し，建築年数別建物数から鉛製給水管の残存

件数（概数）を把握できる可能性がある．なお

分析にあたっては，空き家の有無や使用期間に

建築された建物での当時の鉛製給水管採用率

を考慮する必要があり，今後の課題である．一

方では，水道統計や現状の解析結果からは，必

ずしも鉛製給水管の残存状況と鉛濃度の関係
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は明確とはならないことが改めて明らかとな

った． 
一方で，日本の水道の鉛の水質検査では，流

水後 15 分滞留させて 5L を採取し，検査を行

うことが定められている．鉛管が使われていな

い場合を含むすべての地点で，一般的な重金属

の採水の他に 15 分滞留後の採水を行うため，

検査実施上の負担も大きいことが分かった．あ

る市の例では，1 地点あたり約 30 分の増加（15
分滞水＋滞水時の採水 2 分（1 分 5L 採水と攪

拌分取）＋分析時間 10 分＋容器準備等＝約 30
分），車１台追加，人員の追加及び電気代，試

料数の増加によりアルゴンガスや電気代が必

要であった．鉛管を使用していない箇所で，過

去の検査でも鉛が検出されていない箇所では，

15 分滞水による採水方法の省略が可能と考え

られた．今回調査に用いた鉛濃度のデータ群を

解析したところ，滞留法は流水に比べて鉛濃度

にばらつきが大きいことがわかった． 
採水方法については省略のできる要件につ

いて検討を行った．今後，鉛製給水管の交換に

資する検討を継続し，鉛製給水管が残存する箇

所の把握，水質管理を含めた対策の継続が必要

である． 
滞留法および流水ともに，鉛管長さが長くな

るほど鉛濃度の平均値および中央値，超過率が

上昇する傾向を示した．また，鉛管長さ 7ｍ未

満の鉛濃度については流水と滞留法で鉛濃度

に顕著な差がなかった．また，鉛管においては，

温度及び水質により溶出の濃度が異なること

が示された． 
(4) 化学物質・農薬 
令和 3，4 農薬年度の農薬製剤出荷量は約

23.8 万，約 22.2万 t とほぼ同じであった．令

和 4 農薬年度の用途別農薬製剤出荷量は殺虫

剤が 6.7 万 t，殺菌剤が 3.8 万 t，殺虫殺菌剤

が 1.6万 t，除草剤が 9.1万 tであった．登

録農薬製剤数は令和 4年 9月で，殺虫剤が 1033，

殺菌剤が 866，殺虫殺菌剤が 352，除草剤が 1609，

それ以外が 317で，合計は 4177 であった． 

農薬類の実態調査の結果，令和 4年度は，原

水では 95 種，浄水では 26 種の農薬類および分

解物が検出され，令和5年度は原水では 68種，

浄水では 35 種の農薬および分解物が検出され

た．用途別に見ると，いずれの年度も原水，浄

水ともに除草剤が最も多かった．個別農薬評価

値は，原水では令和 4，5 年度ともにテフリル

トリオンが最も高く，浄水ではそれぞれブロモ

ブチド，クロロピクリンが最も高かった．Σ値

の最大値は，令和 4 年度は原水が 0.98，浄水

が 0.04，令和 5 年度は，原水では 0.96，浄水

では 0.10 であった． 

研究班の分科会に参加の事業体による有機

フッ素化合物の調査では，浄水から PFOS と

PFOA の合計値が暫定目標値の 50%を超過する

場合もあったが，他の浄水場の浄水と混合され

て配水され，給水栓水濃度は低い値になってい

た．多種の有機フッ素化合物を調査した事業体

では，炭素数が少ないものが検出される傾向，

炭素数の少ないものが浄水処理工程で除去さ

れにくい傾向が認められた．水源調査では，い

くつかの事業体で PFOA，PFOS あるいは合計値

が 50 ng/L超で検出される場合があったが，原

水の取水への寄与が小さかったり，取水の抑制

等で運用が行われていた． 

有機フッ素化合物のうち，ペルフルオロカル

ボン酸（PFCA）について単一 GAC池で破過曲線

を調査したところ，その鎖長が短く，LogDが大

きい（親水性）ほど破過速度が大きかった（図

３）．PFCA の破過は水温が高いほど促進され，

2 種の短鎖 PFCA（ペルフルオロブタン酸（PFBA）

とペルフルオロペンタン酸（PFPeA））は高水温

時に短期間（通水倍率 5000～7500 BV）で完全

に破過し脱着傾向に至った． 

A 浄水場の水源河川を調査し，PFBS の発生源

は河川 L，河川 B と C の上流，河川 D の合計 4

地点に存在することが推定された．このうち，

河川 L，河川 Dの発生源はそれぞれ廃棄物集積

地点，廃棄物埋立地の可能性が考えられた． 

ジメトエートは，代謝の有無にかかわらず，

塩素処理試料は ChE 活性阻害性を誘発しなか

った．一方，フェントエートは，塩素処理でフ

ェントエートオキソンに変換され，その変換率

は 60～80%と高かった．また，塩素共存下でも

フェントエートオキソンは安定して存在した．

さらに，フェントエート塩素処理試料が誘発し

た ChE活性阻害性は，フェントエートオキソン

のみで説明できた． 

機械学習モデルを用いて農薬の検出可能性

を高い精度で評価できることを示した．その結
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果，2023 年度時点の対象農薬類に対して格上

げ対象が 6 農薬，格下げ対象が 8 農薬となり

（表２，３），対象農薬類を 115 から 113 農薬

に更新することを提案した．第 1格上げ基準の

フェンキノトリオンは出荷量の増加が顕著な

水田用除草剤で，10 地域中 6 地域で優先度が

高い測定推奨農薬と判定された．さらに同モデ

ルを用いて各地域で測定が推奨される農薬類

の地域別リストを作成した． 

 
 

 
図３．PFCA の Log D と，PFCAの BV10または BV50

の関係（測定値は 2022 年 1 月～2022 年 5

月（水温 5～19 °C）と 2022年 5 月～2022

年 9 月（20～29 °C）の 2 期間に収集，白

抜きプロットは外挿値，PFCA の Log D は

MarvinSketch 22.11 で算出） 

 

 
表２．格上げ対象農薬 

 
 

表３．格下げ対象農薬 

 
 
 
(5) 消毒副生成物 
 全国の Br⁻濃度の分布状況と地域的特性を明

らかにした．全国調査により，臭素化副生成物は

広く存在していること，ブロモクロロ酢酸

(BCAA)，ブロモジクロロ酢酸(BDCAA)は目標

値案の 50％を超過している地点があることが示

された．Br-濃度が高濃度の地点では，これまで検

出が確認されなかったトリブロモ酢酸(TBAA)も
検出された．ジハロ酢酸について，夏季の高温時

に配水過程で減少傾向にあった．台風や豪雨に伴

う高濁度時と平常時の原水のハロ酢酸類生成能

及び工程水と浄水のハロ酢酸の挙動を調査した．

高濁度時には，原水は TOC の上昇と共にハロ酢

酸生成能が増加し，工程水，浄水のハロ酢酸濃度，

特にジクロロ酢酸及びトリクロロ酢酸の濃度は

前塩素処理の影響で上昇した． 
オゾン処理及び活性炭処理を用いた場合のハ

ロ酢酸生成能の長期トレンドの結果から浄水処

理において安定的に生成能を低減できることを

示した．また，オゾン処理及び活性炭処理は総

トリハロメタン生成能と比べてハロ酢酸生成能

は除去されやすいことがわかった．総ハロ酢酸

生成能，総アセトニトリル生成能は，高度浄水

処理システムによってそれぞれ約 80%，約 70%
除去されており，高度浄水処理による低減効果

が高いことが確認された．ハロ酢酸については，

分子構造中の塩素原子数が多い成分ほど浄水処

理による除去性能が高くなるため，処理が後段

に進むにつれ，臭素系成分の構成割合が高くな

った． 
アセトニトリルについては，ジクロロアセト

ニトリルを除く成分の除去率が大きくないため

に，臭素系成分の構成割合が高く，浄水で 60%
以上を占めることがわかった． 
ラフィド藻類は，トリクロロ酢酸だけでなく，

BDCAA の生成にも関与している可能性が考え

られた．粟国村における臭素酸増加の原因は，

送水ポンプから供給される銅と，塩素が入った

浄水（海水淡水化水）の接触によるものと考えら

れる． 
 近年の浄水処理用 GAC は，性状や水処理性能

が納入時期により異なることが確認されたこと

から，水処理性能を指標にした更新周期の目安

を推定したところ，ヨウ素吸着性能として 400
～500 mg/g-GAC 必要になることがわかった．全

量交換から交換補充せず 3 年経過した経年炭は，

ブロモクロロアセトアミド(BCAcAm)，トリク

ロロアセトアミド(TCAcAm)，ジブロモアセトア

ミド(DBAcAm)が 90％以上物理吸着により除去

されたものの，クロロアセトアミド(CAcAm)，
ブロモアセトアミド(BAcAm)及びクロロアセト

アミド(DCAcAm)の除去性は低下し，低水温ほ

ど低下した．夏季に採取した場合，生物処理性

の寄与は冬季に比べ高かった． 

Log D of linear PFASs
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ジハロ酢酸(DHAA)を除き，THM 濃度と消毒副

生成物グループの濃度は関連性が認められ，

THM 濃度が高い場合に高いことが示された．い

ずれの消毒副生成物グループの BIF(Bromine 
incorporation factor)も THM の BIF と関連性が認

められ，また，原水の臭化物イオン濃度が高い場

合に BIF も高い傾向にあった．臭素化消毒副生成

物濃度は，同じグループの塩素化消毒副生成物濃

度と BDCM/TCM のデータから予測可能である

ことがわかった． 
未規制ハロ酢酸（臭素化ハロ酢酸）濃度と

TTHM 等基準項目の「緩い関係性」について，

国内水道事業体の測定データを用いて解析を行

った．その結果，多くの浄水場で臭素化ハロ酢

酸について TTHM や個別の臭素化トリハロメ

タンと関係性が認められた．一方で，臭素化ハ

ロ酢酸のマーカーとして TTHM と臭素化トリ

ハロメタンを比較すると大きな差は認められな

かった． 
DCAP の 細 胞 毒 性 を DCBQ ， 2,6-

dichloroquinone-4-chloroimide (DCQC)，p-quinone-
4-chloroimide (QC) と比較したところ，細胞毒性

の強さは QC >> DCQC > DCBQ > DCAP となっ

た．また，DCAP塩素処理物の細胞毒性はDCAP
自体の毒性より高く，DCAP は塩素処理によっ

てより毒性の高い物質に変換されていることが

示唆された． 
珪 藻 類 （ Asterionella formosa ， Fragilaria 

crotonensis）を単離培養し，生成能試験をおこな

った．当該生物の生成能は低値であり，異臭リ

スクは低いことを確認した． 
国内の水道原水中のヨウ素の形態別濃度につ

いて，全体的な分布として大まかには，有機態

ヨウ素 > ヨウ素酸イオン > ヨウ化物イオンと

いった大小関係があることを示した． 
形態間の濃度の相関関係は明確ではないが，

総ヨウ素と塩化物イオンや臭化物イオン濃度の

間には，比例関係が認められた． 
(6) 臭気物質 
 カルキ臭原因物質の消去剤としては，アスコ

ルビン酸ナトリウムが十分有効であり，添加量

も低濃度条件で効果があることを指摘した．ま

た，チオ硫酸ナトリウムは硫黄臭が残存するた

め臭気評価の観点からは望ましくないことが

分かった． 
全国 5 事業体の給水栓水と浄水を対象とし

た実態調査の結果，残留塩素を消去しない時の

臭気強度（全臭気）に対する，消去した時の臭

気強度の減少分（カルキ臭）の割合は 63～100%
（中央値 87%）であり，水道水の臭気強度に対

するカルキ臭の割合が高いことが示された．全

試料を対象としたノンパラメトリック検定で

あるウィルコクソンの順位和検定により，残留

塩素濃度が高い場合には臭気強度が高い傾向

にあった．しかし，一部の事業体の試料では，

残留塩素濃度に対して臭気強度が高い場合，低

い場合が認められたため，さらなる調査が必要

であると考えられた． 
トリニトロベンゼンスルホン酸を用いた誘

導体化－LC/MS 法により，アミン類を高感度

に分別定量できる手法を構築した．本手法を，

ちば野菊の里浄水場浄水に適用したところ，メ

チルアミンが最大で 0.5 µg/L 検出されたが，こ

の濃度のメチルアミンが塩素処理を受けるこ

とにより生成される臭気強度は 1.3 TON 程度

であると計算され，浄水臭気への寄与は大きく

ないと判断された． 
全国 4 ヶ所の浄水場の浄水中に含まれるベ

ンズアルデヒドの濃度は，その臭気閾値より低

かった．すなわち，これらの浄水場浄水が有す

る臭気へのベンズアルデヒドの寄与は極めて

限定的であると判断された．一方，J 浄水場浄

水を GC/O により解析したところ，51 種の臭

気が感知され，これらのうち，GC 保持時間 4.7
～5.0 分と，6.2～6.7 分の臭気が，浄水由来で

ある可能性が高いと判断された．これらの GC
保持時間には，それぞれ BDCM と DBCM が検

出されたが，標準品を用いた官能試験の結果，

これらの物質の浄水臭気への寄与率は，最大で

も 0.01%と 0.7%であると算定され，浄水臭気

への寄与は極めて限定的であると判断された． 
新規カルキ臭原因物質の候補物質としてブ

ロモジクロロアミンの調製を試み，そのマスス

ペクトルを HS-GC/MS により初めて取得する

ことに成功するとともに，ガスクロマトグラム

上での保持時間を確定した．このマススペクト

ルには，これまでのトリクロラミン分析に用い

られていた m/z が含まれていたため，現在まで

に得られているデータを再解析することで，水

道水中のブロモジクロロアミンの存在につい

て調査できる可能性が示された．一方，量論的

にはブロモジクロロアミンの生成が優先する
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と期待された臭化物イオンの添加条件でも，ト

リクロラミンが主な生成物であった．速度論あ

るいは多種の中間体の存在の影響が示唆され

たため，ブロモジクロロアミンの合成条件を最

適化するためには，今後より広い範囲での条件

探索が必要であると考えられた． 
(7) リスク評価管理 
水道水の水質管理に必要な水質基準値や要

検討項目の目標値等の逐次改訂にあたり，対象

となる化学物質の最新の毒性知見を収集し，健

康影響評価値の設定，改正等に資する毒性情報

の収集を目的としており，本研究では，近年国際

的に関心の高い PFAS 化合物についての毒性情

報の収集と，WHO ガイドラインの改定で国内の規

準値や目標値と異なる評価がなされた物質の毒

性情報の収集整理を行った．初年度は，先行して

規制が進んでいる欧州の飲料水指令で管理され

ることとなっている 20 種の PFAS 化合物類のうち，

国内で要検討項目として目標値が設定されてい

る PFOS と PFOA 以外の 18 化合物についての情

報収集整理を行った．健康影響評価値の設定に

必要な体内動態，反復投与毒性，生殖発生毒性，

遺伝毒性，発がん性に係る情報が得られたのは

18 物質中 11 物質であった．スルホン酸化合物よ

りもカルボン酸化合物に関する情報の方が多く得

られた．そのうち NOAEL（LOAEL）等の毒性の用

量相関性に関するデータが得られたのは 9 物質

であった．どの化合物も反復投与毒性も生殖発生

毒性も同様のレベルで毒性が発現しており，カル

ボン酸化合物については，炭素数が 8 未満の

PFAS 化合物よりも 9 以上（11 まで）の PFAS 化合

物でより低用量で毒性が発現している傾向が認

められた．今年度は，2022 年に欧州の水枠組み

指令の改定案にリストされた PFAS24 物質のうち，

昨年度の調査（欧州飲料水指令）で対象とならな

かった 8 化合物と国内で検出例が知られている 2
化合物（4:2FTS，6:2FTS）について，体内動態，

反復投与毒性，生殖発生毒性，発がん性（遺伝

毒性を含む）に関する毒性情報収集を行った．健

康影響評価値の設定に必要な体内動態，反復投

与毒性，生殖発生毒性，遺伝毒性，発がん性に

係る NOAEL などの定量的情報が得られたのは

10物質中 8物質であった．ほとんどの化合物で共

通して肝臓への影響が報告されており，NOAEL
の根拠となっていた．HFPO-DA（GEN-X）の

NOAEL は最も低く 0.1 mg/kg/day であったが，そ

の他の物質の NOAEL は 1－45 mg/kg/day の範

囲と考えられた．炭素数が 14 以上のカルボン酸

類は，炭素数が多くなるに従い毒性は弱くなる方

向であった．2 年間の研究期間で定量的情報が

得られた 17 物質を表４にまとめた． 
WHO ガイドラインの改定で国内の規準値や目

標値と異なる評価がなされた物質の毒性情報の

収集整理としては，TCE および PCE の毒性情報

の整理と評価手法の情報を整理した．TCE の複

数の影響によって裏付けられた全体的な TDI は

0.0005 mg/kg bw/day (0.5 µg/kg bw/day) が適切

であると考えられ，WHOは本TDIに体重 60㎏及

び飲水量 2 L 及び寄与率 50%を適用して，水道

水の基準値として 8 µg/L という値を定めた．WHO
（2020）の新しい TDI（0.5 µg/kg/day）を用いて，日

本の現行の基準値算出に使用した曝露量（5 L）と
寄与率（70%）を代入すると基準値は 0.004 mg/L
（ 4 µg/L ） と試算され，現行の基準値 (0.01 
mg/L=10 µg/L)の半分以下の値と算出された．最

近の水道水質データからは 99.9％以上の地点で

0.005 μg/L を下回っており，現状の曝露がすぐに

懸念のある状態であるとは考えられないが，TCE
は代表的な地下汚染物質であり，過去に地下水

を原水としている地域等において，特異的に高濃

度で検出された事例もある．これらの曝露に関す

る情報とWHOの新しい TDI の情報に鑑み，日本

における基準値の再検討に向けた取り組みを行う

ことが必要であると考えられた．WHO の改訂にお

いて，PCE の GV が 40 µg/L から 100 µg/L に改

訂された．本改訂で新たに追加されたデータはな

かったが，疫学研究の吸入曝露量を PBPK モデ

ルへあてはめて経口曝露量へ変換する手法が適

用された．WHO で採用された PBPK モデルは，

Health Canada で確立されたモデルである．Health 
Canada における水道水中の PCE の評価では，発

がん性毒性および非発がん性毒性のキースタデ

ィの選定，BMD アプローチによる POD の設定，

PBPK モデリングによる吸入曝露量からの経口曝

露量のシミュレーションは，WHOと同様であるが，

UF の考え方が WHO と異なっており，TDI がより

保守的に設定され．一方，日本では 1992 年，水

道法第 4 条に基づき，PCE の水質基準値は 0.01 
mg/L以下と設定され，現在もこの基準値が維持さ

れている．基準値の根拠の概要は，『WHO 飲料
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水水質ガイドライン（1984）および USEPA-HA の

根拠データ（1977） をもとに，リスク外挿法線形多

段階モデルによるライフタイム 70 年に対する発が

んリスク 10-5 の評価より，水質評価値 0.01 mg/L 
（水道水質基準での採用算定方法）．』とされてい

る （ 国 立 環 境 研 究 所

https://www.nies.go.jp/eqsbasis/water.html）．この

値は Health Canada（2015）の GV と同値である． 
PCEの発がん性毒性のMOA，PBPK等の評価

手法等の新たな情報を鑑み，基準値の再検討に

役立てることが必要であると考えられた． 
 
表４．PFAS 類物質の NOAEL（LOAEL）の一覧表 
化合物名

(略称) 反復投与毒性 生殖発生毒性 

PFBS 

Lieder et al. (2009a）  
ラット90日試験 

NOAEL:60 
mg/kg/day 

Feng et al .(2017)  
マウス発生毒性試験 

NOAEL:50 
mg/kg/day 

PFHxS 

Butenhoff et al. 
(2009) 

反復生殖併合試験 
NOAEL:1 
mg/kg/day 

Ramhøj et al., 2018 
発生毒性試験 

NOAEL: 
0.05mg/kg/day 

(LOAEL:5 
mg/kg/day) 

PFBA 

Butenhoff et al. 
(2012) ラット90日間

試験  
NOAEL: 6 
mg/kg/day 

Das et al. (2008) 
マウス発達毒性試験 

LOAEL: 35 
mg/kg/day 

PFHxA 

Chengelis et 
al.(2009b） 
ラット90日間試験

NOAEL: 50 
mg/kg/day 

Loveless et al. (2009） 
ラット一世代試験 

NOAEL: 100 
mg/kg/day 

PFHpA 

CLH report (2019) 
生殖/発生毒性スク

リーニング併用90 
日間試験 
LOAEL: 

0.5mg/kg/day 

CLH report (2019) 
生殖/発生毒性スクリ

ーニング併用90 日間

試験 
LOAEL: 

0.5mg/kg/day 

PFNA - 

Singh and Singh 
(2019b) マウス発生

毒性試験 
NOAEL=0.2 
mg/kg/day 

PFDA 

NTP (2019) 
ラット28日間試験 

LOAEL: 0.156 
mg/kg/day 

NTP (2019) 
ラット28日間試験 

NOAEL: 0.156 
mg/kg/da 

PFUnDA 
Takahashi et. al., 
(2014) 
ラット反復毒性生殖

Takahashi et. al., 
(2014) 
ラット反復毒性生殖毒

毒性併合試験 
NOEL: 0.1 
mg/kg/day 

性併合試験 
NOEL=0.3 mg/kg/day 

PFDoDA 

Kato et.al., (2015） 
ラット反復毒性生殖

毒性併合試験 
NOEL: 0.1 
mg/kg/day 

Kato et.al., (2015） 
ラット反復毒性生殖毒

性併合試験 
NOEL: 0.5 mg/kg/day 

PFTeDA Hirata-Koizumi M, 
et.al., (2015) 

反復生殖併合試験 
NOEL:1 mg/kg/day 

Hirata-Koizumi M, 
et.al., (2015) 

反復生殖併合試験 
NOEL:3 mg/kg/day 

PFHxDA Hirata-Koizumi M, 
et.al., (2015) 

反復生殖併合試験 
LOEL:4 mg/kg/day 

Hirata-Koizumi M, 
et.al., (2015) 

反復生殖併合試験 
NOEL:20 mg/kg/day 

PFODA Hirata-Koizumi M, 
et.al., (2012) 

反復生殖併合試験 
NOEL:40 
mg/kg/day 

Hirata-Koizumi M, 
et.al., (2015) 

反復生殖併合試験 
NOEL:200 mg/kg/day 

ADONA Gordon (2011) 
ラット90日間試験 

LOAEL:10 
mg/kg/day 

Gordon (2011) 
発生毒性試験 

NOAEL:30 
mg/kg/day 

HFPO-
DA 
(GenX) 

Caverly Rae et al. 
(2015) 

ラット2年間慢性毒

性/発がん性複合試

験 
NOAEL:0.1 
mg/kg/day 

DuPont-18405-1037 
マウス生殖／発生毒

性スクリーニング試験 
NOAEL:0.5 
mg/kg/day 

6:2-
FTOH Serex et al. (2014) 

ラット90日間試験 
NOAEL:5 
mg/kg/day 

Mukerji, et al. (2015) 
マウス１世代試験試

験 
NOAEL: 25 
mg/kg/day 

8:2-
FTOH Ladics et al., (2008) 

ラット90日間試験 
NOAEL:5 
mg/kg/day 

Mylchreest et al., 
2005 

発生毒性試験 
NOAEL: 50 
mg/kg/day 

6:2FTS 
  

ECHA REACH 
Dossier 

反復生殖併合試験 
NOAEL:15 
mg/kg/day 

ECHA REACH 
Dossier 

反復生殖併合試験 
NOAEL:45 
mg/kg/day 

 
 
 

(8) 水質分析法 
PFAS を対象とした LC-MS/MS を用いたス

クリーニング分析法の開発：LC-MS/MS を用い

たプロダクトイオンスキャンによるPFASのス

クリーニング分析法確立のため，LC 条件，MS

https://www.nies.go.jp/eqsbasis/water.html%EF%BC%89zenkai
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条件の検討および検量線の作成を行った．その

結果，PFAS の同定に必要な保持時間，マスス

ペクトルの情報，定量に必要な検量線情報をデ

ータベース化することができた． 
また，PFAS のスクリーニング分析法につい

て定量精度を評価した．その結果，装置間で検

量線の傾きに違いが認められた．これは PFAS
を TIC でモニターしているため，汚れ等の

PFAS 由来ではないイオンが加算されることが

原因と推察された．したがって，スクリーニン

グ分析を実施する際には，装置状態の把握が重

要であることがわかた．標準液と実試料につい

て通常の分析法であるターゲット分析法とス

クリーニング分析法のより得られた定量値を

比較した．その結果，その誤差は小さく，スク

リーニング分析として活用するには十分な定

量精度であった． 
 
農薬類を対象とした LC-QTOFMS を用いた

スクリーニング分析法の開発：LC-QTOFMS を

用いたスクリーニング分析法の前処理方法の

分析精度を検証した．その結果，測定対象とし

た農薬類 217 種の約 84%（水道水試料）および

約 91%（河川水試料）の回収率が 70～130%の

範囲内かつ併行精度 30%以内に収まった．本前

処理法は，多数の農薬類を精度良く回収できる

方法であることが明らかになった． 
LC-QTOFMS スクリーニング分析法におい

て，解析する際に発生する個人差の影響をバリ

デーション試験により調べた．その結果，定量

下限値付近の農薬類は，個人により検出・不検

出の判断が分かれる傾向がみられた．そのため，

定量下限値を適切に設定することで解析者に

よる判断基準の差を小さくできることが明ら

かとなった． 
また，負イオン化モード用のデータベースの

構築を試みた．その結果，選定した IS 候補 5
物質は，適度に保持時間が分散されたため，IS
として有用と判断した．次に通知法に記載され

た負イオン化モードの農薬類 29 種についてプ

リカーサーイオンおよびプロダクトイオンの

検出を試みた．その結果，25 種の農薬類のイオ

ン化条件を決定することができた．そして，保

持時間の近い IS で補正した検量線を作成した

結果，いずれの検量線の直線性は良好であった．

農薬類の定量下限値を目標値と比較したとこ

ろ，トリクロピルを除く 24 種の農薬類は目標

値の 1/100 を下回った． 
構築した LC-QTOFMS を用いたスクリーニ

ング分析法を用いて，実試料へ適用について検

証した．その結果，25 種の農薬類のうち，9 種

の農薬類が河川水試料 4 検体から検出され，そ

の実態を明らかにすることができた．以上の結

果より，本法は，これまで構築してきた正イオ

ン化モードの農薬類に加えて，負イオン化モー

ドのスクリーニング法として十分な感度で定

量できることがわかった．また，LC-QTOFMS
を用いたスクリーニング分析法は検査対象と

する農薬類の選定や検出オーダーの把握に非

常に役立つと考えられた． 
農薬 GC/MS スクリーニング分析法の実運

用案の策定：スクリーニング分析法の実運用化

に向けては，以下の 3 ステップに従って進めて

いくことを考えている． 
＜レベル 1（部分利用）＞ 
・ 標準品が入手困難・高価な異性体・分解物

のみに適用する． 
・ 定性はデータベース登録情報，定量は原

体の標準品で作成した検量線を利用する． 
（メチダチオン⇨メチダチオンオキソン，

フェントエート⇨フェントエートオキソ

ン等） 
＜レベル 2（過去結果の利用）＞ 
・ 運用する検査機関自らが同一装置・同一

分析条件で過去に測定した結果を基に適

用する． 
・ 定性は過去に測定した結果の RI，マスス

ペクトル等に基づいて判断し，定量も過

去に作成した検量線を用いる． 
＜レベル 3（DB 利用）＞ 
・ 同一メーカー・同一分析条件で作成した

結果をデータベース（DB）として活用 
・ 定性は DB 登録の RI，マススペクトル等

に基づいて判断し，定量は DB 登録した検

量線を用いる． 
・ 定量精度が悪い農薬，検出頻度・濃度が高

い農薬は，都度検量線を作成してもよい． 
今後は，上記のステップに従い，レベル 1（部

分利用）の実運用化に向けた検討と提案を行う

予定である． 
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D. 結論 
(1) 微生物（ウイルス） 
エンテロウイルスの定量においては，

PMAxx-Enhancer-PCR 法と ICC-PCR 法の間の

陽性/陰性の結果が一致したことから，エンテ

ロウイルスの感染力評価手法の代替として

PMAxx-Enhancer-PCR 法を活用できる可能性

が示唆された． 
水道事業体において実施可能な PMMoV の

検査方法を確立することを目的として，市販の

核酸抽出・精製キット（Promega Wizard Enviro 
Total Nucleic Acid Kit）の有用性が示された．ろ

過水における PMMoV の管理目標値として

「104 copies/L のオーダー以下」と設定するこ

とは，検査方法の測定精度の点からも現実に即

していると考えられた． 
(2) 細菌･寄生虫 
 浄水原水，ろ過水，浄水での一般細菌数と

HPC の関係より一般細菌数 100 CFU/mL に相

当する HPC は 430 CFU/mL となり，現行の目

標値の 2000 CFU/mL を大幅に下回った．浄水

処理によるレジオネラ属菌の遺伝子量の低減

効果が確認された．レジオネラ汚染された給水

システムにおいては，滞留時間が 28 日以上か

ら 14 日，7 日と短縮することでレジオネラ濃

度の抑制効果が見られた．高流量フラッシング

洗浄で給水栓でのレジオネラ濃度を長期間に

わたって低濃度に抑制できることが明らかと

なった．水道原水河川水におけるクリプトスポ

リジウム 1,000 個/10L 程の汚染事例を報告し

た．顕微鏡と遺伝子の結果を比較したところ，

7 割程度の一致が得られた． 
(3) 無機物 
 宅地部の給水管については，所有者が水道事

業ではないため，公道部と比べて実態の把握が

進んでいないことが分かり，効果的な調査把握

手法が必要と考えられた．鉛製給水管の残存件

数（概数）を把握する手法について検討した結

果，該当年度の建物戸数と鉛管残存件数には一

定の関連があることが示唆された．検討をさら

に進めることで建築年数別建物数から鉛製給

水管の残存件数の概数を把握できる可能性が

ある． 
 宅地部の布設替え促進については，多くの事

業体では広報活動が中心に行われているが，布

設替えに対し助成金など補助金制度を設けて

いる場合や，鉛管解消に向けた専門部署や専門

担当者の設置している事業体もあり，これらの

取り組みも解消に有効であることが分かった． 
日本の水道の鉛の水質検査では，滞水法によ

り採取し，検査を行うことが定められているが，

その負担が明らかになった．鉛管が使われてお

らず過去の検査でも鉛が検出されていない箇

所では，滞水法による採水方法の省略が可能と

考えられた． 
4) 化学物質･農薬 

個別農薬評価値が高く検出された農薬は，原

水ではテフリルトリオン，浄水ではブロモブチ

ド，クロロピクリンであった．Σ値の最大値は，

原水では最大 0.98，浄水では最大 0.10 であっ

た．ジメトエートは原体，その塩素処理試料と

もに ChE 活性阻害性を誘発しなかったが，フェ

ントエートは塩素処理後にフェントエートオ

キソンに変換され，安定して存在し，ChE活性

阻害性を示した．機械学習モデルを用いて農薬

の検出可能性を高い精度で評価できること，同

モデルにより対象農薬類への格上げ対象が 6

農薬，格下げ対象として 8 農薬を示した． 

有機フッ素化合物については炭素数が少な

いものが検出される傾向，炭素数の少ないもの

が浄水処理工程で除去されにくい傾向が認め

られた．PFCA の GAC 破過曲線を調査したとこ

ろ，その鎖長が短いほど破過速度が大きく，ま

た水温が高いほど破過が促進された．有機フッ

素化合物の発生源の１つとして棄物集積地点

や廃棄物埋立地の可能性が考えられた． 

(5) 消毒副生成物 
全国調査により，臭素化副生成物は広く存在

していること，ブロモクロロ酢酸，ブロモジク

ロロ酢酸は目標値案の 50％を超過している地

点があることが示された．Br−濃度が高濃度の

地点でトリブロモ酢酸も検出された．オゾン及

び活性炭処理で総トリハロメタン生成能と比

べてハロ酢酸生成能は除去されやすく，低減効

果が高いことが確認された．ハロ酢酸とハロア

セトニトリルについては，処理が後段に進むに

つれ，臭素系成分の構成割合が高くなった．

GAC の更新周期の目安として，ヨウ素吸着性

能 400～500 mg/g-GAC を提案した．ラフィド
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藻類は，トリクロロ酢酸だけでなく，ブロモジ

クロロ酢酸の生成にも関与している可能性が

考えられた． 
DHAA を除き，THM 濃度と消毒副生成物グ

ループの濃度は関連性が認められ，THM 濃度

が高い場合に高いことが示された．臭素化消毒

副生成物濃度は，同じグループの塩素化消毒副

生成物濃度と BDCM/TCM のデータから予測

可能であることがわかった．未規制ハロ酢酸

（臭素化ハロ酢酸）濃度と TTHM 等基準項目

の「緩い関係性」について明らかにした． 
6) 臭気物質  
 カルキ臭原因物質の消去剤としては，アスコ

ルビン酸ナトリウムが有効であり，添加量も低

濃度条件で効果がある．チオ硫酸ナトリウムは

硫黄臭が残存するため望ましくない．水の全臭

気強度（残留塩素消去無し）に対するカルキ臭

の割合は高い．残留塩素濃度が高い場合には臭

気強度が高い傾向にあったが，その傾向にない

試料も認められた．トリニトロベンゼンスルホ

ン酸を用いた誘導体化－LC/MS 法によりアミ

ン類を高感度に分別定量できる手法を構築し，

メチルアミンを検出したが臭気への寄与は大

きくないと判断された．浄水中に含まれるベン

ズアルデヒド，BDCM，DBCM の濃度は，臭気

閾値より低く，臭気への寄与は極めて限定的で

あると判断された．これまでに得られているデ

ータを再解析することで，新規カルキ臭原因物

質の候補物質としてブロモジクロロアミンの

存在について調査できる可能性が示された． 
(7) リスク評価管理  

2022 年に欧州の水枠組み指令の改定案にリ

ストされたPFAS24物質と国内で検出例が知ら

れている 2 化合物（4:2FTS，6:2FTS）について，

体内動態，反復投与毒性，生殖発生毒性，発が

ん性（遺伝毒性を含む）に関する毒性情報収集

を行った．健康影響評価値の設定に必要な体内

動態，反復投与毒性，生殖発生毒性，遺伝毒性，

発がん性に係る情報が得られたのは 17 物質で

あった．それらの NOAEL（LOAEL）を表にまと

めた．WHO ガイドラインの改定で国内の規準

値や目標値と異なる評価がなされた物質の毒

性情報の収集整理としては，トリクロロエチレ

ン（TCE）およびテトラクロロエチレン（別名：

パークロルエチレン， PCE）の毒性情報の整理

と評価手法の情報を整理し，TDI はそれぞれ

0.0005 mg/kg bw/day (0.5 µg/kg bw/day) ，0.016 
mg/kg/day であった． 
(8) 水質分析法 

PFAS のスクリーニング分析法について，広

く普及している高速液体クロマトグラフ-トリ

プル四重極型質量分析計（LC-MS/MS）を用い，

LC 条件，MS 条件の検討および検量線の作成

を行った．PFAS の同定に必要な情報をデータ

ベース化することができ，定量精度について検

討を行った．装置間で検量線の傾きに違いが認

められたことから，分析の実施にあたっては，

装置状態の把握が重要であることがわかた．ま

た，通常の分析法であるターゲット分析法との

誤差は 0.51～1.41 倍と小さく，スクリーニング

分析としては十分な定量精度であった． 
農薬類の LC-QTOFMS スクリーニング分析

法についてバリデーション試験を実施した．定

量下限値を適切に設定することで個人による

判定の違いを少なくすることが可能であるこ

とがわかった．また 25 種の農薬について負イ

オン化モードのデータベースを構築し，前処理

による濃縮倍率（1000 倍）を考慮した定量下限

値は，0.2～200 ng/L となり，24 種については

定量下限値が目標値の 1/100 より低値となり，

検査法としての活用に十分な感度を有するこ

とがわかった．これらを踏まえ，農薬 GC/MS
スクリーニング分析法の実運用案とガイドラ

イン案を策定した． 
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小林憲弘，土屋裕子，五十嵐良明．水道水中農

薬の GC/MS スクリーニング分析のバリデーシ

ョン試験．環境科学会 2023 年会，兵庫県神戸

市，2023/9/7–8． 

高木総吉, 吉田仁, 安達史恵, 小池真生子, 赤
木航.スクリーニング分析法の適用における 
衛生研究所としての役割と課題，環境科学会

2023 年会, 兵庫県神戸市, 2023/9/7–8. 

小林憲弘，土屋裕子，内山奈穂子．PFOS・PFOA
分岐異性体の定量方法に関する検討．第 26 回

日本水環境学会シンポジウム，大阪府吹田市，

2023/9/20–21． 

小林憲弘，土屋裕子，高木総吉，五十嵐良明．

水道水中の有機フッ素化合物（PFAS）80 種の

LC/MS/MS 一斉分析法の検討と検出実態調査．

令和５年度日本水道協会全国会議（水道研究発
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小林憲弘，土屋裕子，高木総吉，五十嵐良明．

GC/MS スクリーニング分析法を用いた全国の

河川・水道水中農薬の実態調査．第 58 回日本

水環境学会年会，福岡県福岡市，2024/3/6–8． 

山崎貴子，栗田翔，木下輝昭，猪又明子，野原

健太，中村李，小林憲弘．GC/MS スクリーニ

ング分析による河川水中農薬類の実態調査．第

58 回日本水環境学会年会，福岡県福岡市，

2024/3/6–8． 

高木総吉, 吉田仁, 安達史恵, 小池真生子, 長
谷川有紀, 赤木航, 小林憲弘. LC-QTOFMS ス

クリーニング分析法を用いた水道原水および

水道水中農薬の実態調査，第 58 回日本水環境

学会年会, 福岡県福岡市, 2024/3/6–8. 

吉田仁，高木総吉，安達史恵，小池真生子，赤

木航，小林憲弘，LC-QTOFMS を用いたスクリ

ーニング分析における負イオン化モードデー

タベースの構築，第 58 回日本水環境学会年会

福岡県福岡市, 2024/3/6–8. 

高木総吉, 吉田仁, 安達史恵, 小池真生子, 赤
木航, 小林憲弘，液体クロマトグラフ-トリプ
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（該当なし） 
 
3. その他 
（該当なし） 
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＜ウイルス分科会＞ 
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小田 琢也 神戸市水道局 水質試験

所 

齊藤 巧介 神奈川県企業庁 水道水

質センター 

佐藤 啓貴 埼玉県企業局  行田浄水

場 

田中 宏憲 千葉県企業局  水質セン

ター 

藤原 俊一郎 
京都市上下水道局 技術

監理室  水質管理センタ

ー 

鳥居 将太郎 東京大学  大学院工学系

研究科 

Vu Duc Canh 東京大学  大学院工学系

研究科 

Miaomiao Liu 東京大学  大学院工学系

研究科 

佐野 大輔 東北大学  大学院工学研

究科 

門屋 俊祐 東京大学  大学院工学系

研究科 

三浦 耀平 東北大学  大学院工学研

究科 
 
＜細菌･寄生虫分科会＞ 
大河内  由美

子 麻布大学生命環境科学部 

中西 智宏    京都大学大学院工学研究

科 

鎌田 智子       神奈川県内広域水道企業

団浄水部 
北沢 和    川崎市上下水道局 
古川 紗耶香     青森市企業局水道部 

安原 雄作       九十九里地域水道企業団

浄水課 

橋本 温       県立広島大学生命環境学

部 
黒木 俊郎       岡山理科大学獣医学科 

井上 亘       神戸大学大学院農学研究

科 

武藤 千恵子     東京都健康安全研究セン

ター薬事環境科学部 

梅津 萌子       東京都健康安全研究セン

ター薬事環境科学部 

瀧野 博之    国立保健医療科学院生活

環境研究部 
小久保 敦啓 （株）江東微生物研究所 

小澤 克行 （一財）千葉県薬剤師会

検査センター 

 
＜無機物分科会＞ 

山田 俊郎 北海学園大学 工学部 

社会環境工学科 

森川 武弘 札幌市水道局給水部水質

管理センター 

倉本 洋光 札幌市水道局給水部水質

管理センター 

油川 一紀 青森市企業局水道部横内

浄水課 

松原 冬彦 新潟市水道局 技術部水

質管理課 

寺中 郁夫 埼玉県水質管理センター 

監視・支援担当 

広木 孝行 
東京都水道局 水質セン

ター 検査課検査調整担

当 

小平 哲広 川崎市上下水道局 水道

水質課  

林 幸範 川崎市上下水道局 水道

水質課  

田辺 茂徳 横須賀市上下水道局 技

術部 浄水課 

吉村 誠司 大阪市水道局 工務部 

水質試験所 
 
＜化学物質・農薬分科会＞ 

相澤 貴子 関東学院大学工学総合研

究所 

鎌田 素之 関東学院大学理工学部理

工学科 

中沢 禎文 
国立保健医療科学院生活

環境研究部水管理研究領

域 

上條 宏滋 八戸圏域水道企業団水質

管理課 

寺嶋 誠 仙台市水道局浄水部水質

管理課 

神谷 航一 茨城県企業局水質管理セ

ンター 

岡﨑 悠佳 茨城県企業局水質管理セ

ンター 

金敷 毅 千葉県企業局水質センタ

ー 

山田 恵子 千葉県企業局水質センタ

ー 

荒井 活人 東京都水道局水質センタ

ー 
小舘 一雅 神奈川県内広域水道企業
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団浄水部広域水質管理セ

ンター 

金子 透 神奈川県内広域水道企業

団浄水部綾瀬浄水場 

高橋 英司 新潟市水道局技術部水質

管理課 

平林 達也 大阪市水道局工務部水質

試験所 

高林 泰斗 奈良県水道局広域水道セ

ンター水質管理センター 

山口 敏彦 神戸市水道局事業部水質

試験所 

木村 英雄 広島市水道局技術部水質

管理課 

尾濱 明子 広島市水道局技術部水質

管理課 

佐藤 卓郎 
福岡県南広域水道企業団

施設部浄水管理課水質セ

ンター 

仲宗根 卓志 沖縄県企業局水質管理事

務所 

兼城 貴司 沖縄県企業局水質管理事

務所 

佐藤 学 
神奈川県衛生研究所理化

学部生活化学・放射能グ

ループ 

成田 健太郎 株式会社 NJS 東部支社東

京総合事務所水道部 
 
＜消毒副生成物分科会＞ 
田子 大幹   茨城県企業局 
荘司 浩史   茨城県企業局 
渡邉 みどり  北千葉広域水道企業団 
黒木 隆 北千葉広域水道企業団 
広木 孝行   東京都水道局 
石田 直洋   東京都水道局 
新井 和也   川崎市上下水道局 
岸本 由紀子  神奈川県企業庁 
岩谷 健斗   京都市上下水道局 
生野 愛   京都市上下水道局 
今中 壮一   大阪市水道局 
杉野 学   大阪広域水道企業団 
片木 孝徳   阪神水道企業団 
打上 恭平   阪神水道企業団 
山中 俊弥   奈良県水道局 
平良 和代   沖縄県企業局 
比嘉 元紀   沖縄県企業局 
小牧 裕佳子  静岡県立大学 

 

＜臭気分科会＞ 
今井 美江 東京都水道局 

渡辺 崇一 東京都水道局 

岩谷 健斗 京都市上下水道局 

生野 愛 京都市上下水道局 

古賀 舞香 福岡市水道局 

清宮 佳幸 千葉県企業局 

庭山 秀一 新潟市水道局 

伊藤 義隆 新潟市水道局 

 
＜リスク評価管理分科会＞ 

鈴木 俊也 
東京都健康安全研究セン

ター･薬事環境科学部 医
薬品研究科長 

西村 哲治 帝京平成大学･薬学部・薬

学科 

小林 憲弘 
国立医薬品食品衛生研究

所･生活衛生化学部･第 3
室長 

井上 薫 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

1 室長 

山田 隆志 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

4 室長 

小野 敦 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･客

員研究員 

江馬 眞 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･客

員研究員 

山口 治子 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･協

力研究員 

馬野 高昭 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

3 室 

磯 貴子 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

3 室 

重田 善之 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

3 室 

村田 康允 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

3 室 
広瀬 望 国立医薬品食品衛生研究
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所･安全性予測評価部･第

3 室 

川村 智子 
国立医薬品食品衛生研究

所･安全性予測評価部･第

4 室 

赤堀 有美 
一般財団法人化学物質評

価研究機構・安全性評価

技術研究所 

福島 麻子  
一般財団法人化学物質評

価研究機構・安全性評価

技術研究所 

城島 光司 
一般財団法人化学物質評

価研究機構・安全性評価

技術研究所 
 
＜水質分析法分科会＞ 

五十嵐 良明 国立医薬品食品衛生研究

所 生活衛生化学部 

内山奈穂子 国立医薬品食品衛生研究

所 生活衛生化学部 

土屋 裕子 国立医薬品食品衛生研究

所 生活衛生化学部 

吉田 仁 地独）大阪健康安全基盤

研究所 衛生化学部 

安達 史恵 地独）大阪健康安全基盤

研究所 衛生化学部 

小池 真生子 地独）大阪健康安全基盤

研究所 衛生化学部 

赤木 航 地独）大阪健康安全基盤

研究所 衛生化学部 

鈴木 俊也 東京都健康安全研究セン

ター 薬事環境科学部 

木下 輝昭 東京都健康安全研究セン

ター 薬事環境科学部 

栗田 翔 東京都健康安全研究セン

ター 薬事環境科学部 

山崎 貴子 東京都健康安全研究セン

ター 薬事環境科学部 

小田 智子 東京都健康安全研究セン

ター 薬事環境科学部 

上村 仁 神奈川県衛生研究所 理

化学部 

仲野 富美 神奈川県衛生研究所 理

化学部 
橋本 博之 千葉県衛生研究所 
神力 絢子 千葉県衛生研究所 
小倉 裕子 千葉県衛生研究所 
大西 健太 埼玉県衛生研究所 
峯岸 俊貴 埼玉県衛生研究所 
大窪 かおり 佐賀県衛生薬業センター 
坂本 晃子 佐賀県衛生薬業センター 
山本 梓 佐賀県衛生薬業センター 
金子 丈志 佐賀県衛生薬業センター 
北原 健一 佐賀県衛生薬業センター 
小嶋 隼 埼玉県水質管理センター 
森口 知彦 埼玉県水質管理センター 
竹内 謙太郎 埼玉県水質管理センター 
金井 正和 川崎市上下水道局 
古口 健太郎 川崎市上下水道局 
金井 正和 川崎市上下水道局 
川崎 光一 川崎市上下水道局 
林 幸範 横須賀市上下水道局 
中嶋 京介 横須賀市上下水道局 
平林 達也 大阪市水道局 
山本 剛 米子市水道局 

粕谷 智浩 一財）千葉県薬剤師会検

査センター 技術検査部 

松澤 悠 一財）千葉県薬剤師会検

査センター 技術検査部 

山口 和彦 一財）千葉県薬剤師会検

査センター 技術検査部 

中村 弘揮 一財）岐阜県公衆衛生検

査センター 検査分析部 

岩間 紀知 一財）岐阜県公衆衛生検

査センター 検査分析部 

古川 浩司 一財）三重県環境保全事

業団 調査部 
門上 希和夫 北九州市立大学 
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